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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第26期

中間連結会計期間
第25期

会計期間
自　2025年９月１日
至　2026年２月28日

自　2025年４月１日
至　2025年８月31日

売上高 (千円) 1,172,789 1,109,625

経常利益 (千円) 3,111,389 781,288

親会社株主に帰属する中間
（当期）純利益

(千円) 2,567,902 526,527

中間包括利益又は包括利益 (千円) 2,769,129 431,891

純資産額 (千円) 9,672,421 4,430,463

総資産額 (千円) 14,561,749 9,031,927

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 78.64 18.99

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 67.57 －

自己資本比率 (％) 64.3 47.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,123,559 △232,549

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 473,084 △131,815

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 718,149 668,134

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(千円) 767,437 683,707
 

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

３．当社は、第25期より決算日を３月31日から８月31日に変更いたしました。これに伴い、前中間連結会計期間

に係る中間連結財務諸表を作成していないため、主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

なお、第25期は決算期変更の経過期間となるため、2025年４月１日から2025年８月31日の５ヶ月間となって

おります。
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２ 【事業の内容】

当社グループは、金融サービス事業（ファイナンシャル・アドバイザリー事業、投融資事業、不動産投資事業）、サ

イバーセキュリティ事業、空間プロデュース事業、ゲーム事業、ヘルスケア事業、Web3事業を主な事業として取り組ん

でおります。

当中間連結会計期間における、各区分に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであ

ります。

 
（サイバーセキュリティ事業）

当中間連結会計期間において、AI Nyan株式会社は重要性が増したため、当中間連結会計期間末日より同社を連結の

範囲に含めております。

 
（Web3事業）

第１四半期連結会計期間末日をみなし取得日として、Web3事業を行うMetabit株式会社及びMetabit SDN BHD.を連結

の範囲に含めております。当該事実を鑑み、当中間連結会計期間から報告セグメントとして「Web3事業」を新たに追

加し、暗号資産リーディング事業につきましては、金融サービス事業からWeb3事業へ区分変更を行っております。

 
この結果、2026年２月28日現在では、当社グループは、当社、連結子会社12社（孫会社１社含む）、持分法適用会社

３社の計16社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連

結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している以下の

主要なリスクが発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
（継続企業の前提に関する重要事象等）　

当社グループは、第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度（決算期変更による５ヶ月決算）においては、営業外

収益により、経常利益および親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益は黒字化したものの、営業損益に関しては前

連結会計年度に続き、第１四半期連結累計期間についても重要な営業損失を計上しました。

　また、当中間連結会計期間も、重要な営業損失を計上しており、資金繰りに懸念も生じております。これらの状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループでは、このような状況を解消するために、財務状況の改善に向けて資金繰りの懸念を解消し、グループ

内の既存事業を適切に推進することにより継続的に利益を獲得できる体制の構築を目指しております。

また資金繰りに関しては、早期に持続的な経営安定化を図るため、財務体質の改善及び運転資金並びに事業資金の確

保が肝要であると判断し、2025年１月および2026年２月に第三者割当による資金調達を実施するなど、財務状況の改善

に努めております。

現在、当社は当社グループ事業の再編として、事業の選択と集中を意識しており、本業である金融サービス事業及び

現在注力しているWeb3関連の強化、推進をはじめとした中核となる既存事業に経営資源を集中させながら、事業価値を

高めていくために当社グループ事業から派生する新たな収益化の模索も行っております。

しかしながら、これらの施策は計画実施途上もしくは計画検討中であり、特に資金調達の面で未達の状況を勘案する

と、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を中

間連結財務諸表に反映していません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　〔決算期変更に伴う連結対象期間と前年比較について〕

　前連結会計年度（2025年８月期）より決算期（事業年度の末日）は、３月31日から８月31日に変更しております。

決算期変更の経過期間となった前連結会計年度は５ヶ月間の変則的な決算であり、前連結会計年度は中間連結財務諸

表を作成していません。このため、前年同期との比較分析は行っておりません。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間（2025年９月１日～2026年２月28日）における我が国経済の業況判断につきましては、総務省

（2026年３月24日発表）消費者物価指数によりますと、変動の大きい生鮮食品を除く総合が111.4となり、前年同月と

比べて1.6％上昇となりました。電気・ガス料金の補助は３ヶ月連続で伸び率は低下となりました。前年比の押し下げ

要因は光熱・水道がマイナス0.28ポイントとなっております。コストプッシュ以外の要素を見るうえで重要な食料・

エネルギーを除く米国型コアを見ると、前年比+1.4%となっております。また、サービス業の賃金動向と関連される一

般サービスの伸びも、前年比+2.0%となっております。

国内不動産業界につきましては、三鬼商事株式会社によりますと、2026年２月時点の都心５区（千代田・中央・

港・新宿・渋谷）のオフィス平均空室率は2.20％となり、2026年１月より0.05ポイント下がりました。２月は既存ビ

ルで中小規模の成約の動きが見られた一方、グループ集約に伴う解約や大規模新築ビル1棟が一部空室を残して竣工し

た影響もあり、東京ビジネス地区全体の空室面積はこの１ヶ月間で約４千７百坪増加しました。

このような環境のもと、当社グループは、収益獲得のさらなる強化に努めてまいりました。

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,172,789千円となり、経常利益3,111,389千円、親会社株主に帰

属する中間純利益2,567,902千円となりました。
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①金融サービス事業

金融サービス事業につきましては、主としてファイナンシャル・アドバイザリー事業、投融資事業の営業活動を

行ってまいりました。

ファイナンシャル・アドバイザリー事業につきましては、資金調達を計画している上場企業などに対して、その

ニーズを収集し、助言及び資金調達の支援を行っております。また投融資事業につきましては、様々な事業者の資

金需要に応える事業融資を継続的に実行しており、中小規模法人への融資に加えて、利息を含めたストック収益、

またエクイティファイナンスに関連する取引実行の構築を図るためのバックファイナンスなども実施しておりま

す。

この結果、売上高は182,752千円、セグメント損失は967,046千円となりました。

 

②サイバーセキュリティ事業

サイバーセキュリティ事業につきましては、主力のOPSWAT製品について、大型の新規複数年契約案件を計画的に

受注しております。また、中小企業向け新規のコンサル案件も開始し、販売店へエンドポイント製品を販売してい

くことで、受注増加へのフローの展開を広げています。

また、新規商品のラインアップ、拡販商品の提供サービスを顧客へのニーズにあわせて提案のソリューションを

都度行うことで、セキュリティコンサルティング案件も増加させています。

この結果、売上高は443,525千円、セグメント利益は62,658千円となりました。

 

③空間プロデュース事業

空間プロデュース事業につきましては、宿泊施設の運営及び飲食店舗の運営による営業活動に従事しています。

ナイトクラブの運営については、通常の店舗運営から店舗スペースの貸し出しなどに方向転換しており、店舗の利

活用に事業の展開を図り、新たな空間開発やリアルなイベント開催できる場所の提供を推進しています。

また、宿泊施設の運営につきましては、インバウンド観光客の増加による客層の取り込みが継続しており、宿泊

客が増加しています。また、施設運営の充実を図るイベント企画、ポップアップ、オリジナルのグッズ展開なども

今後の施策としています。

この結果、売上高は301,027千円、セグメント損失は13,751千円となりました。

 

④ゲーム事業

ゲーム事業につきましては、クレーンゲームジャパン株式会社が運営するオンラインクレーンゲーム「クレマ

ス」の事業展開を図っております。「クレマス」を中核に様々なYoutuberやインフルエンサーとコラボレーション

を実施し、限定商品の販売を「クレマス」と連動させるなど、企画・マーケティングの強化を図っております。特

に大型の集客イベントへの参加、NFT（ノン・ファンジブル・トークン）景品に特化したオンラインクレーンゲーム

をBtoBにて販売するなど、デジタル景品の導入やブロックチェーン技術の活用を通じた提供商品の差別化を図って

います。

この結果、売上高は171,035千円、セグメント損失は64,205千円となりました。

 

⑤ヘルスケア事業

　医薬部外品の開発、卸売り、販売などの営業活動に従事しております。自社ECサイト、テレビショッピング、大

手ショップチャンネルにおいて、薬用育毛ローション「M-1シリーズ」の販売活動を行うと共に、販路拡大のために

代理店営業の強化に努めています。

　この結果、売上高は55,192千円、セグメント損失は17,214千円となりました。

 
⑥Web3事業

　第１四半期連結会計期間末日をみなし取得日として、Web3事業を行うMetabit株式会社及びMetabit SDN BHD.を連

結範囲に含めております。当該事実を鑑み、当中間連結会計期間から報告セグメントとして「Web3事業」を新たに

追加し、暗号資産リーディング事業につきましては、金融サービス事業からWeb3事業へ区分変更を行っておりま

す。

　Web3事業につきましては、Web3技術を活用した新規事業開発およびエコシステム設計を支援するWeb3領域におけ

る企業向けコンサルティング事業として本格的な始動となることから、「Web3コンサルティング事業」を新たに追

加しております。
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　Web3コンサルティング事業は、当社の掲げるパーパス「多様性を通貨にする」を体現する次なる成長の柱とし

て、上場企業をはじめとする多様なクライアントに対し、Web3戦略の策定からトークン設計、システム開発、コ

ミュニティ運営支援までを一気通貫で提供していきます。

　この結果、売上高は19,255千円、セグメント利益は4,110,949千円となりました。

 
財政状態は、次のとおりであります。

(資産)

当中間連結会計期間末における流動資産は9,968,442千円となり、前連結会計年度末に比べ3,715,638千円増加し

ました。これは主に、現金及び預金が83,730千円、受取手形及び売掛金が33,771千円、暗号資産が4,345,974千円増

加したことなどによるものであります。固定資産は4,593,307千円となり、前連結会計年度末に比べ1,814,184千円

増加しました。これは主に、のれんが1,578,678千円、出資金が410,000千円増加したことなどによるものでありま

す。

この結果、総資産は14,561,749千円となり、前連結会計年度末に比べ、5,529,822千円増加しました。

 

(負債)

当中間連結会計期間末における流動負債は4,588,283千円となり、前連結会計年度末に比べ300,287千円増加しま

した。これは主に、契約負債が63,242千円、未払法人税等が416,785千円増加した一方で、未払金が35,452千円、前

受収益が27,825千円減少したことなどによるものであります。固定負債は301,045千円となり、前連結会計年度末に

比べ12,423千円減少しました。これは主に、長期借入金が10,294千円減少したなどによるものであります。

この結果、負債合計は4,889,328千円となり、前連結会計年度末に比べ、287,864千円増加しました。

 

(純資産)

当中間連結会計期間末における純資産合計は9,672,421千円となり、前連結会計年度末と比べ5,241,958千円増加

しました。これは主に、新株予約権の行使等により資本金が424,817千円、資本剰余金が1,899,148千円増加したこ

とに加え、親会社株主に帰属する中間純利益2,567,902千円を計上したことなどによるものであります。

この結果、自己資本比率は64.3％（前連結会計年度末は47.4％）となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ70,213千円増加

し、767,437千円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は1,123,559千円となりました。これは主に、営業貸付金の減少による収入482,150

千円及び税金等調整前中間純利益3,156,290千円、暗号資産評価損1,962,420千円の計上あった一方で、暗号資産売

却益6,293,198千円の計上があったことなどによるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は473,084千円となりました。これは主に、有価証券の売却による収入1,281,024千

円及び投資有価証券の売却による収入349,667千円があった一方で、出資金の払込による支出700,000千円があった

ことなどによるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、718,149千円となりました。これは主に、株式の発行による収入662,437千円及

び短期借入れによる収入2,987,000千円があった一方で、短期借入金の返済による支出3,012,000千円があったこと

などによるものであります。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

ａｂｃ株式会社(E03740)

半期報告書

 7/33



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(2026年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,281,119 37,818,819
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株数は100株で
あります。

計 37,281,119 37,818,819 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には2026年４月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権行使により発行され

た株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

  第18回新株予約権

決議年月日 2025年12月１日

付与対象者の区分及び人数
（名）

当社取締役　５
完全子会社取締役　７
当社執行役員　４
当社従業員　19

新株予約権の数(個)※ 25,000(注)１

新株予約権の目的となる株式の
種類、内容及び数（株）※

普通株式　2,500,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額
(円)※

280(注)２

新株予約権の行使期間※ 2025年12月16日～2029年12月15日

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)※

発行価格   280.30

資本組入額  140.15
 

新株予約権の行使の条件※

① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、本新株
予約権の行使期間中のいずれかの期において、当社が提出した半期報告書における
中間連結損益計算書（中間連結損益計算書を作成していない場合には中間損益計算
書）に記載される連結経常利益、または有価証券報告書における連結損益計算書
（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に記載される連結経常利
益が、以下の（a）から(ｄ)に掲げる各水準を超過した場合に、割当てられた本新
株予約権のうち、それぞれに対応した行使可能割合の本新株予約権の個数を限度と
して行使することができる。
(a)連結経常利益が9,606百万円の25％（2,402百万円）を超過した場合
　 行使可能割合：25％
(b)連結経常利益が9,606百万円の50％（4,803百万円）を超過した場合
　 行使可能割合：50％
(c)連結経常利益が9,606百万円の75％（7,205百万円）を超過した場合
　 行使可能割合：75％
(d)連結経常利益が9,606百万円の100％（9,606百万円）を超過した場合
　 行使可能割合：100％
但し、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切
り捨てた数とする。
また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更が
あった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。
② 新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、執行役員及び従業員、子
会社の取締役のいずれかの地位を有していることを要する。但し、任期満了による
退任、定年又は会社都合による退職、その他取締役会が正当な理由があると認めた
場合にはこの限りではない。
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③ 本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本
新株予約権を行使することができない。但し、以下の(a)、(c)の場合を除き、当社
取締役会が合理的に別段の取扱いを行うことについて賛成した場合にはこの限りで
はない。
(a)禁錮刑以上の刑に処せられた場合
(b)当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の
取締役等の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合
（但し、当社の書面による事前の承認を得た場合を除く。）
(c)法令違反その他不正行為により、当社の信用を損ねた場合
(d)差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課
の滞納処分を受けた場合
(e)支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しく
は小切手が不渡りになった場合
(f)破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てが
あった場合又は自らこれを申し立てた場合
(g)就業規則に違反し、懲戒処分を受けた場合
(h)役員として果たすべき忠実義務等に違反した場合
④ 本新株予約権の権利行使期間の満了日前に新株予約権者が死亡した場合は、相
続人のうち１名に限り本新株予約権を承継することができる。ただし、再承継はで
きない。
⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行
可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことは
できない。
⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事
項※

新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約
権の交付に関する事項※

(注)３
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※　当中間会計期間の末日（2026年２月28日）における内容を記載しております。なお、当中間会計期間の末日から

提出日の前月末現在（2026年３月31日）にかけて変更された事項はありません。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率
 

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額
 
×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
 

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　　（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　　 　再編対象会社の普通株式とする。

 　 （３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　　　　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記(注) １．に準じて決定する。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当社は会社法に基づき新株予約権を次の通り発行しております。

第19回新株予約権　（2026年２月26日発行）

決議年月日 2026年２月10日

新株予約権の数(個)※ 392,347[386,970](注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)※ 該当事項はありません。

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数(株)※ 普通株式　39,234,700[38,697,000](注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 209(注)２

新株予約権の行使期間※ 2026年２月26日～2030年２月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額(円)※

発行価格　　212.48
資本組入額　106.24

新株予約権の行使の条件※ 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ 該当事項はありません。
 

※　当中間会計期間の末日（2026年２月28日）における内容を記載しております。なお、当中間会計期間の末日か

ら提出日の前月末現在（2026年３月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における

内容を[　]内に記載しており、その他の事項については当中間会計期間の末日における内容から変更はありま

せん。
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(注)１．(1)本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は39,234,700株とする（本新株予約

権１個当たりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」という。）は100株とする。）。但し、注記

１．(2)及び(3)により、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調

整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

　　　　(2)当社が注記２．(2)の規定に従って行使価額（注記２．(1)②に定義する。）の調整を行う場合には、割当

株式数は次の算式により調整されるものとする。但し、かかる調整は当該時点において未行使の本新株

予約権にかかる割当株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものと

する。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、注記２．(2)に定める調整前行

使価額及び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額
 

　　　　(3)調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる注記２．(2)②及び⑤による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

　　　　(4)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない

場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

　　２．(1)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を乗

じた額とする。

②本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下、「行使価額」と

いう。）は、金209円とする。

 
　　　　(2)行使価額の調整

①当社は、本新株予約権の発行後、注記２．(2)②に掲げる各事由により当社の発行済普通株式の総数に

変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整

式」という。）をもって行使価額を調整する。

 
調整後
行使価額

 
 
＝

 
調整前
行使価額

 
 
×

 
既発行
普通株式数

 
＋

新規発行
 普通
 株式数

×
１株あたりの
払込金額

新規発行前の１株あたりの
時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

②行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定

めるところによる。

a.注記２．(2)④b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の有

する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当社の役員及び従業員

並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する

場合、新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式又は取得

条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付

する場合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く。）調整後行

使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合はそ

の効力発生日とする。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与え

るための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

ｂ.株式分割により当社普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

c.注記２．(2)④b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請求

権付株式又は注記２．(2)④b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行又は付与する場合(但し、当社の役

員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場合

を除く。)調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初

の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予

約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主

に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

d.当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに注記２．(2)④b.に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

場合、調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。
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e.注記２．(2)②a.乃至c.までの場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降

の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、注記２．(2)②a.乃至c.に

かかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合におい

て、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者

に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を追加的に交付する。この場合、１株未満の端数を

生じるときはこれを切り捨てるものとする。

 
 
株式数

 
 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額) ×
調整前行使価額により当
該期間内に交付された当
社普通株式数

調整後行使価額
 

③行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後に行使価額の調整を必要とする事由が発生し、

行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの

差額を差し引いた額を使用する。

④その他

a.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

b.②行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、注記２．(2)②e.

の場合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

c.③行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ

月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を

控除した数とする。また、注記２．(2)②b.の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株式

数は、基準において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものと

する。

⑤注記２．(2)②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予

約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調整を行う。

a.株式の併合、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

b.その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

c.行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあ

たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

⑥行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨、その事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その

他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合

には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年９月１日～
2025年10月29日
（注）１

427,000 29,488,719 88,362 820,249 88,362 720,249

2025年10月30日
（注）２

4,700,000 34,188,719 － 820,249 1,508,700 2,228,949

2026年１月15日
（注）３

700,000 34,888,719 86,450 906,699 86,450 2,315,399

2026年２月26日
（注）４

2,392,400 37,281,119 250,005 1,156,704 250,005 2,565,404
 

(注) １．新株予約権の行使による増加であります。

２．当社を株式交付親会社とし、Metabit株式会社を株式交付子会社とする株式交付による増加であります。

３．2026年１月15日に譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行による増加であります。

　　　　発行価額　　　　１株につき247円

　　　　発行価額の総額　172,900千円

　　　　資本組入額　　　１株につき123.5円

　　　　割当先取締役　　３名

４．2026年２月26日を払込期日とする有償第三者割当による新株式の発行により発行済株式総数が2,392,400株

増加しております。

　　　　発行価額　　　　１株につき209円

　　　　発行価額の総額　500,011千円

　　　　資本組入額　　　１株につき104.5円

　　　　割当先　　　　　Seacastle Singapore Pte.Ltd

５．2026年３月１日から2026年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が537,700株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ57,125千円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

  2026年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

PHILLIP SECURITIES(HONG KONG)
 LIMITED
（常任代理人　フィリップ証券株
式会社）

UNITED CTR 11/F, QUEENSWAY95,
 ADMIRALTY, HONGKONG
(東京都中央区日本橋兜町4-2)

4,686,859 12.59

SEACASTLE SINGAPORE PTE. LTD.
（常任代理人　松尾　聖海）

60 PAYA LEBAR ROAD,
 #11-37 PAYA LEBAR SQUARE,
 SINGAPORE
 （東京都港区）

2,550,400 6.85

東京短資株式会社 東京都中央区日本橋室町4-4-10 800,000 2.15

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 623,200 1.67

GCMホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋蛎殻町2-11-3 500,000 1.34

大和証券株式会社 東京都千代田丸の内1-9-1 404,010 1.08

木村　雄幸 東京都渋谷区 293,610 0.78

施　北斗 東京都新宿区 291,500 0.78

片田　朋希 東京都杉並区 281,850 0.75

堀内　泰司 東京都中野区 230,000 0.61

計 － 10,661,429 28.65

 

(注)上記のほか、自己株式が72,741株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 72,700
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 37,046,200
 

370,462 －

単元未満株式 普通株式 162,219
 

－ －

発行済株式総数 37,281,119 － －

総株主の議決権 － 370,462 －
 

 

② 【自己株式等】

  2026年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

abc株式会社
東京都港区赤坂
四丁目９番17号

72,700 0 72,700 0.19

計 － 72,700 0 72,700 0.19
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2025年９月１日から2026年２月28

日まで)に係る中間連結財務諸表についてプログレス監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．決算期変更について

2025年６月30日開催の第24回定時株主総会における定款一部変更の決議により、前連結会計年度より決算期（事業

年度の末日）を３月31日から８月31日に変更しております。

 決算期変更の経過期間である前連結会計年度は中間連結財務諸表を作成していないため、前中間連結会計期間につ

いては記載しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(2026年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 683,707 767,437

  受取手形及び売掛金 194,972 228,744

  営業貸付金 2,362,791 1,528,527

  営業投資有価証券 201,886 －

  売買目的有価証券 573,237 99,975

  暗号資産 2,697,771 7,043,746

  商品 43,531 44,483

  販売用不動産 13,774 13,774

  前渡金 39,202 50,856

  その他 637,229 884,604

  貸倒引当金 △993,413 △693,707

  投資損失引当金 △201,886 －

  流動資産合計 6,252,804 9,968,442

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 807 3,596

   その他（純額） 1,177 5,842

   有形固定資産合計 1,984 9,438

  無形固定資産   

   のれん 180,666 1,759,344

   その他 210,332 213,161

   無形固定資産合計 390,999 1,972,506

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,325,682 1,168,183

   出資金 916,407 1,326,407

   長期営業債権 1,978,591 2,330,704

   長期貸付金 － 1,187

   繰延税金資産 1,171 220

   敷金及び保証金 89,071 80,550

   その他 53,807 34,813

   貸倒引当金 △1,978,591 △2,330,704

   投資その他の資産合計 2,386,139 2,611,362

  固定資産合計 2,779,123 4,593,307

 資産合計 9,031,927 14,561,749
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(2026年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 58,331 60,980

  短期借入金 1,728,993 1,715,275

  1年内返済予定の長期借入金 329,988 311,645

  リース債務 4,965 4,451

  未払金 511,462 476,010

  未払法人税等 706,793 1,123,579

  未払消費税等 39,843 18,543

  契約負債 80,905 144,147

  前受収益 597,031 569,206

  ポイント引当金 94,225 112,239

  その他 135,454 52,205

  流動負債合計 4,287,995 4,588,283

 固定負債   

  長期借入金 297,091 286,797

  リース債務 12,919 10,822

  繰延税金負債 288 256

  その他 3,169 3,169

  固定負債合計 313,469 301,045

 負債合計 4,601,464 4,889,328

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 731,887 1,156,704

  資本剰余金 3,117,278 5,016,426

  利益剰余金 656,412 3,224,315

  自己株式 △50,845 △30,215

  株主資本合計 4,454,733 9,367,231

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △168,934 －

  為替換算調整勘定 － 4,487

  その他の包括利益累計額合計 △168,934 4,487

 新株予約権 85,209 213,442

 非支配株主持分 59,454 87,260

 純資産合計 4,430,463 9,672,421

負債純資産合計 9,031,927 14,561,749
 

EDINET提出書類

ａｂｃ株式会社(E03740)

半期報告書

18/33



(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

          (単位：千円)

          当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

売上高 1,172,789
売上原価 407,295

売上総利益 765,494

販売費及び一般管理費 ※  1,818,694

営業損失（△） △1,053,200

営業外収益  
 受取利息及び配当金 3,969

 貸倒引当金戻入額 136,055

 暗号資産売却益 6,293,198

 その他 7,261

 営業外収益合計 6,440,484

営業外費用  
 支払利息 102,780

 支払手数料 60,418

 売買目的有価証券運用損 9,541

 貸倒引当金繰入額 3,080

 持分法による投資損失 27,375

 暗号資産評価損 1,962,420

 その他 110,278

 営業外費用合計 2,275,894

経常利益 3,111,389

特別利益  
 投資有価証券売却益 54,702

 負ののれん発生益 7,012

 暗号資産受贈益 34,576

 その他 44,700

 特別利益合計 140,992

特別損失  
 投資有価証券評価損 69,016

 関係会社株式評価損 27,074

 特別損失合計 96,091

税金等調整前中間純利益 3,156,290

法人税、住民税及び事業税 563,992
法人税等調整額 901

法人税等合計 564,893

中間純利益 2,591,396

非支配株主に帰属する中間純利益 23,494

親会社株主に帰属する中間純利益 2,567,902
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【中間連結包括利益計算書】

          (単位：千円)

          当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

中間純利益 2,591,396

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 168,934

 為替換算調整勘定 8,798

 その他の包括利益合計 177,733

中間包括利益 2,769,129

（内訳）  

 親会社株主に係る中間包括利益 2,741,324

 非支配株主に係る中間包括利益 27,805
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前中間純利益 3,156,290

 減価償却費 21,037

 負ののれん発生益 △7,012

 株式報酬費用 28,898

 のれん償却額 104,922

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 52,407

 受取利息及び受取配当金 △3,969

 支払利息 102,780

 売買目的有価証券運用損益（△は益） 9,541

 投資有価証券売却損益（△は益） △54,702

 投資有価証券評価損益（△は益） 69,016

 暗号資産売却損益（△は益） △6,293,198

 暗号資産評価損益（△は益） 1,962,420

 暗号資産受贈益 △34,576

 売上債権の増減額（△は増加） 62,040

 営業債権の増減額（△は増加） △45,113

 仕入債務の増減額（△は減少） 2,648

 前渡金の増減額（△は増加） △11,653

 前払費用の増減額（△は増加） △51,564

 未払金の増減額（△は減少） △196,637

 未払消費税等の増減額（△は減少） △22,463

 未収消費税等の増減額（△は増加） 9,361

 契約負債の増減額（△は減少） 63,242

 営業貸付金の増減額（△は増加） 482,150

 持分法による投資損益（△は益） 27,375

 棚卸資産の増減額（△は増加） △10,011

 関係会社株式評価損益（△は益） 27,074

 前受収益の増減額（△は減少） △27,825

 その他 △244,745

 小計 △822,264

 利息及び配当金の受取額 548

 利息の支払額 △107,024

 法人税等の支払額 △194,818

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,123,559
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          (単位：千円)

          当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
　至　2026年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 出資金の払込による支出 △700,000

 出資金の払戻による収入 290,000

 有形固定資産の取得による支出 △10,273

 無形固定資産の取得による支出 △25,976

 のれんの取得による支出 △24,591

 有価証券の取得による支出 △497,856

 有価証券の売却による収入 1,281,024

 暗号資産の取得による支出 △89,600

 投資有価証券の売却による収入 349,667

 貸付金の回収による収入 644

 定期預金の預入による支出 △300

 差入保証金の回収による収入 8,888

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△85,044

 非連結子会社株式の取得による支出 △23,497

 投資活動によるキャッシュ・フロー 473,084

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入れによる収入 2,987,000

 短期借入金の返済による支出 △3,012,000

 長期借入金の返済による支出 △28,637

 新株予約権の発行による収入 136,611

 新株予約権の発行による支出 △6,038

 自己新株予約権の取得による支出 △4,654

 株式の発行による収入 662,437

 自己株式の取得による支出 △13,740

 リース債務の返済による支出 △2,611

 その他 △217

 財務活動によるキャッシュ・フロー 718,149

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,538

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70,213

現金及び現金同等物の期首残高 683,707

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

13,516

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  767,437
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社グループは、当中間連結会計期間及び前連結会計年度（決算期変更による５ヶ月決算）においては、営業外

収益により、経常利益および親会社株主に帰属する半期（当期）純利益は黒字化したものの、営業損益に関しては

前連結会計年度に続き、当中間連結会計期間についても重要な営業損失を計上しており、資金繰りの懸念は継続し

ております。

これらの状況を勘案したことにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。

当社グループでは、このような状況を解消するために、財務状況の改善に向けて資金繰りの懸念を解消し、グ

ループ内の既存事業を適切に推進することにより継続的に利益を獲得できる体制の構築を目指しております。

また、資金繰りに関しては、早期に持続的な経営安定化を図るため、財務体質の改善及び運転資金並びに事業資

金の確保が肝要であると判断し、2025年１月および2026年２月に第三者割当による資金調達を実施するなど、財務

状況の改善に努めております。

現在、当社は当社グループ事業の再編として、事業の選択と集中を意識しており、本業である金融サービス事業

及び現在注力しているWeb3関連の強化、推進をはじめとした中核となる既存事業に経営資源を集中させながら、事

業価値を高めていくために当社グループ事業から派生する新たな収益化の模索も行っております。

しかしながら、これらの施策は計画実施途上もしくは計画検討中であり、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められます。

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を中間連結財務諸表に反映していません。

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の重要な変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当中間連結会計期間より、株式の取得により子会社化したMetabit株式会社を連結の範囲に含めております。な

お、Metabit株式会社は子会社としてMetabit SDN BHD.の株式を保有しており、同社を連結の範囲に含めておりま

す。また、当中間連結会計期間より、重要性が増したAI Nyan株式会社を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 
(追加情報)

（資金決済法における仮想通貨の会計処理等に関する当面の取扱いの適用）

「資金決済法における暗号資産の会計処理等に関する当面の取扱い」（実務対応報告第38号　2018年３月14日）

に従った会計処理を行っております。

なお、暗号資産に関する注記は以下のとおりであります。

 
（暗号資産に関する注記）

１．暗号資産の連結貸借対照表計上額

 前連結会計年度（千円） 当中間連結会計期間（千円）

保有する暗号資産 2,697,771 7,043,746

合計 2,697,771 7,043,746
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２．保有する暗号資産の種類ごとの保有数量および連結貸借対照表計上額

　　(1）活発な市場が存在する暗号資産　

 前連結会計年度（千円） 当中間連結会計期間（千円）

種類 保有数量（単位）
連結貸借対照表

計上額（千円）
保有数量（単位）

中間連結貸借対照表

計上額（千円）

SOL 1.511SOL 44 51.174SOL 672

USDT 6,900.024USDT 1,014 325,455.999USDT 50,749

ETH 0.00006ETH 0 0.00006ETH 0

USDC - - 25,618.071USDC 3,991
 

 
　　(2）活発な市場が存在しない暗号資産　

 前連結会計年度（千円） 当中間連結会計期間（千円）

種類 保有数量（単位）
連結貸借対照表

計上額（千円）
保有数量（単位）

中間連結貸借対照表

計上額（千円）

ATAHO 104,447.340ATAHO 0 104,447,340ATAHO 0

MELANIA - - 142.894MELANIA 0

NYAN 6,413,495,307.360NYAN 590,049 3,999,777,877NYAN 40,333

TRUMP - - 5.248TRUMP 2

ZMAT 162,009.41ZMAT 9,039 681,005.149ZMAT 11,224

AGF 51,962,702AGF 48,092 14,603,336.679AGF 4,599

CHC 693,399,708.375CHC 12,286 693,399,708.376CHC 5,369

HYPE - - 13.22HYPE 58

MARSX - - 268,234,911.834MARSX 1,832

WWB 4,159,663WWB 1,469,390 15,995,915.461WWB 6,357,057

Z2COIN 3,860,000Z2COIN 557,853 3,860,000Z2COIN 557,853

USUD 121,001USUD 10,000 121,001USUD 10,000
 

 

(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
至　2026年２月28日)

役員報酬 78,560千円

給料及び手当 253,826千円

支払報酬 244,778千円

支払家賃 133,443千円

広告宣伝費 150,269千円

貸倒引当金繰入額 185,381千円

支払手数料 300,521千円
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
至　2026年２月28日)

現金及び預金勘定 767,437千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

－千円

現金及び現金同等物 767,437千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　当中間連結会計期間(自　2025年９月１日　至　2026年２月28日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、当中間連結会計期間において新株予約権の行使による払込みを受け、資本金及び資本剰余金がそれぞ

れ88,362千円増加しております。

また、会社法第370条及び定款第25条の規定に基づく取締役会の決議に替わる2025年10月３日付の書面決議によ

り、Metabit株式会社の株式を簡易株式交付の方法により取得することを決議しました。2025年10月30日付で当社

株式4,700,000株の交付を行い、Metabit株式会社の株式を51％を取得することで、同社を子会社化いたしまし

た。これにより資本準備金が1,508,700千円増加しました。

さらに、会社法第370条及び定款第25条の規定に基づく取締役会の決議に替わる2025年12月８日付の書面決議に

より、2026年１月15日を払込期日とする譲渡制限付株式報酬として新株式を発行および自己株式の処分を行いま

した。新株式発行により、資本金及び資本剰余金が86,450千円増加し、自己株式処分により、資本剰余金が

34,369千円減少しました。

加えて、2026年２月26日を払込期日とする第三者割当による新株式の発行により、資本金及び資本剰余金がそ

れぞれ250,005千円増加しております。

これらの結果、当中間連結会計期間において、資本金が424,817千円、資本剰余金が1,899,148千円増加し、当

中間連結会計期間末において資本金が1,156,704千円、資本剰余金が5,016,426千円となっております。

 
（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　2025年９月１日　至　2026年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計金融
サービス
事業

サイバー

セキュリティ

事業

空間

プロデュース

事業

ゲーム
事業

ヘルスケア
事業

Web3
事業

売上高        

一時点で移転される
財又はサービス

182,752 417,451 301,027 171,035 55,192 19,255 1,146,715

一定の期間にわたり
移転される財又は
サービス

－ 26,074 － － － － 26,074

顧客との契約から
生じる収益

182,752 443,525 301,027 171,035 55,192 19,255 1,172,789

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への
売上高

182,752 443,525 301,027 171,035 55,192 19,255 1,172,789

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 182,752 443,525 301,027 171,035 55,192 19,255 1,172,789

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△967,046 62,658 △13,751 △64,205 △17,214 4,110,949 3,111,389

 

（注）報告セグメントの利益又は損失は経常損益ベースの数値であります。

 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は、前々連結会計年度より開始している暗号資産リーディングにおいて、営業外収益及び営業外費用が発生

し、連結業績に大きく寄与しています。当該事実に鑑み、当中間連結会計期間からセグメント利益又は損失の算定

方法を営業損益ベースから経常損益ベースの数値に変更を行っております。

また、第１四半期連結会計期間末日をみなし取得日として、Web3事業を行うMetabit株式会社及びMetabit SDN

BHD.を連結範囲に含めております。当該事実を鑑み、当中間連結会計期間から報告セグメントとして「Web3事業」

を新たに追加し、暗号資産リーディング事業につきましては、金融サービス事業からWeb3事業へ区分変更を行って

おります。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(のれんの金額の重要な変動)

当中間連結会計期間において、Metabit株式会社の株式を取得したため、連結の範囲に含めております。これによ

り「Web3事業」において、のれんが1,659,008千円発生しております。
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(企業結合等関係)

（取得による企業結合）

当社は、2025年10月３日開催の取締役会において、Metabit株式会社（以下「Metabit」といいます。）の株式

の一部取得及び当社を株式交付親会社としMetabitを株式交付子会社とする株式交付（以下「本株式交付」といい

ます。）を行うことを決議し、2025年10月30日付で株式を取得し、子会社化いたしました。

なお、本件株式取得に際し、Metabit株式会社の子会社であるMetabit SDN BHD.は当社の孫会社となります。

 
１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　Metabit株式会社

Metabit SDN BHD.

事業の内容        コンピュータのソフトウェア及びハードウェアの企画、研究、開発、設計、製造、販

売、保守、リース、賃貸及び輸出入並びにそれらに関するコンサルティング業務

(2）企業結合を行った主な理由

当社の2025年10月３日付「Metabit株式会社の株式取得及び株式交付（簡易株式交付）による子会社化に関

するお知らせ」に記載のとおりであります。

(3）企業結合日

2025年10月30日（みなし取得日2025年11月30日）

(4）企業結合の法的形式

当社を株式交付親会社とし、Metabit株式会社を株式交付子会社とする株式交付及び、現金を対価とする株

式取得

(5）結合後企業の名称

変更はありません。

(6）取得した議決権比率

51％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とした株式取得によりMetabit株式会社の議決権を51.00％取得し、かつ、同社の意思決

定機関を実質的に支配していると認められるためです。

 
２．中間連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2025年12月１日から2026年２月28日まで

 
３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 当社の普通株式の時価 1,508,700千円

 現金 150,000千円

取得原価  1,658,700千円
 

 
４．株式の種類別の交付比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1）株式の種類別の交付比率

abc株式会社の普通株式１株：Metabit株式会社の普通株式11,298.08株

(2）株式交付比率の算定方法

東京ファイナンシャル・アドバイザーズ株式会社に株式交付比率の算定を依頼し、提出された報告書に基

づき当事者間で協議の上、算定しております。

(3）交付した株式数

510株

 
５．主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等　8,274千円
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６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

1,659,008千円

(2）発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力から発生したものであります。

(3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

 

(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
(自　2025年９月１日
至　2026年２月28日)

(1) １株当たり中間純利益 78円64銭

　（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 2,567,902

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益（千
円）

2,567,902

普通株式の期中平均株式数（株） 32,651,592

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 67円57銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 5,350,186

希薄効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中間
純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度
末から重要な変動があったものの概要

－
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(重要な後発事象)

（新株予約権の行使による増資）

当中間連結会計期間終了後、2026年３月１日から2026年３月31日までに、第三者割当による第19回の権利行使

が行われております。当該新株予約権の行使の概要は以下のとおりであります。

(1)行使された新株予約権の個数　          　　5,377個

(2)発行した株式の種類及び株式数　普通株式 　537,700株

(3)資本金増加額　                     　　57,125千円

(4)資本準備金増加額　                　　 57,125千円

 
（投資事業有限責任組合への出資による出資対象事業体の取得）

当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、投資事業有限責任組合（LP）を通じたSpace Exploration

Technologies Corp.（以下、「スペースX」）への間接投資を決議し、以下のとおり投資を実行いたしました。

 
１．投資の目的

米国の宇宙開発ベンチャーであるスペースXの優先株式へ投資を行うためであります。

 
２．投資実行の内容

＜当社によるスペースXの投資概要＞

(1) 投資形態 投資事業有限責任組合（LP）を通じた優先株式の取得

(2) 投資対象 Space Exploration Technologies Corp.（スペースX）

(3) 投資金額 1,066,000 USドル（約1.7億円） ※単位：USドル（日本円：159.74円換算）

(4) 契約締結日 2026年２月27日

(5) 払込実行日 2026年３月31日（キャピタル・コール通知受領）

(6) 払込完了日 2026年４月１日
 

 

EDINET提出書類

ａｂｃ株式会社(E03740)

半期報告書

29/33



２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年４月14日

abc株式会社

取締役会  御中

プログレス監査法人

　大阪部大阪市中央区
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　　洋  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡田　千穂  

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているabc株式会社の

2025年９月１日から2026年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年９月１日から2026年２月28日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、abc株式会社及び連結子会社の2026年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、継続して、重要な営業損失を計上しており、今後の

資金繰りに懸念を生じている。これらの状況から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応

策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、

期中レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報

告書提出会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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